
 
  2020 年分（令和２年）の所得税の申告が税法改正により、現状の青色申告特別控除額６５

万円が５５万円（書面提出）に改正され、イータックスによる電子申告・電子帳簿保存に限り新

たな青色申告特別控除６５万円が新設されます。 そのために商工会にて青色申告により確

定申告をされている方は、現状の６５万円控除を維持するためにはイータックスによる確定申

告業務に切り替えなければなりません。 

 つきましては、従来通りの青色申告控除額６５万円の継続を希望する方は自らが①「マイナ

ンバーカード（個人番号カード）の取得」もしくは②「税理士等による代理送信業務による確定

申告」をおこなっていただかなければ青色申告特典を有効に活用することができなくなります

ので、ご理解願い是非ご自身のマイナンバーカード取得（取得方法別紙）を実施していた

だきますようお願い申し上げます。 また、青色申告控除の必須条件である正規の簿記の原則

（複式簿記）による記帳取引をするために商工会の『記帳機械化システム事業（事業主の委

託を受け、当会コンピュータで処理をし、毎月・決算月の財務諸表をお届けします（要希望

時）』の活用により、適正な決算・申告と小規模事業者の記帳義務の軽減を図ることができる

ため、併せてご検討ください。 

★このような方におすすめします 

●経理簿のつけ方がわからない  ●本業に集中したい  ●時間がなくて経理簿まで手がまわらない  

●所得税、消費税の計算が複雑、お手上げ  ●経理処理費用を安くしたい  

簡 単 ・・・ １日数分、ラクラク記帳！ めんどうな計算は一切不要です。  

  その日の売り上げや仕入れを所定の用紙に記入して保管するだけ。１ヶ月分をまとめて商

工会にお持ちいただければ、あとはコンピュータにおまかせ。 

安 心 ・・・ データは責任を持って管理秘密厳守保持も万全です。 

  お預かりした書類の記載内容が外部に漏洩することのないよう、パスワードで保護しデー

タ管理しますので安心です。 

信 用 ・・・ 確定申告、節税に有利、青色申告特別控除適応！ 融資にも大活躍。 

  コンピュータ処理による正確なデータが確定申告時にも威力を発揮。青色申告の特典もフ

ル活用でき、節税にも役立ちます。 

経済的 ・・・ 経費はごくわずかで OK！ 少ない負担で大きな効果。 

  処理費用は１ヵ月あたり事業取引の数量によって異なり、専門業者と比較して安価な金額

で済みます。小さなご負担で小規模事業主の記帳事務の合理化が図れます。 

出力帳票例 
 
 毎月 残高試算表 総勘定元帳（ご希望により） 

 期末 残高試算表 総勘定元帳 貸借対照表 損益計算書 月別集計表 青申決算書  
 

 

 

指導担当者 : 当会の記帳指導員  

対   象 :  個人事業主（但し、税理士などの指導をうけていない方）  

記帳機械化手数料 : 

均等割 1000円＋決算終了後の伝票枚数（伝票枚数割×枚数に応じた単価） 

  ＋所得割（専従者控除前の金額に 0.1％を乗じ更に最高限度 18,000円） 

（口座振替可能です） 
  

  

eー TAX 利用による確定申告 



 

様式－３ 

               令和  年  月  日 

 

白川村商工会長 様 

（申込人） 住   所 大野郡白川村 

事 業 所 名 

代表者氏名                 ○印  

                      業 種 名 

 

記帳継続支援事業 （委託 ・変更 ・解除 ）申込書 

 

□委託 

 

□変更 

今般、貴会において実施される記帳継続支援事業について、下記の方法による支援を

受けたいので申し込みます。     ※4頁の支援期間一覧表参照 

□ ①記帳事務代行 

（原則 1年） 

(1) 支援過程の全部について 

(2) 支援過程の一部について 

（                           ） 

□ ②記帳継続支援 

（① の期間を含め原則 3年） 

(1) 支援過程の全部について 

(2) 支援過程の一部について 

（                           ） 

□ ③-1記帳機械化 代行 

（無期限） 

(1) 支援過程の全部について 

(2) 支援過程の一部について 

（                           ） 

□ ③-2記帳機械化  

自主記帳（一部支援） 

（無期限） 

(1) 支援過程の全部について 

(2) 支援過程の一部について 

（                           ） 

手 数 料 本会の手数料基準による 

委 託 開 始 日 

※新規の場合は申込日以後の日 
令和   年   月   日より 

決 算 月 日 月   日 

□解除 
令和 令   年度より記帳継続支援事業の解除を申し出ます。 

※ 支援解除の申し出がない限り原則更新といたします。 

更新を希望されない場合は、毎年3月 15日までに様式-3記帳継続支援事業（委託・変更・解除）

申込書をご提出下さい。 

 

 
注）太枠内は商工会にて記入します。 

 

 


